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1〔研究紹介〕
法情報学の枠組み
夏 井 高 人*
本稿 は、1998年3月711に明治大学和泉校舎研究棟会議室において開催されたカオス研究会(阪
井和夫研究室)で の研究報告要 旨に基づ き、論文形式 でまとめ直 したものである。
1法 情報学の概念
法情報学(LegalInformatics)の概念は、未だ未成熟である。
法情報学が未成 熟であるとい うことの意味は、 さまざまな角度か ら言 うことができる。
まず、その歴史において新 しい。 したがって、法情報学の 「学問」 としての定義が未成立なだけ
ではな く、「存在」 としての 「法情報学」 もまだ多様 で不統一の ままである。そ もそ も法情報学は、
コン ピュータ技術の発達 と共に急激に発展 して きた とい う経緯がある。かつての法源論 は、非デジ
タル社会におけ る法情報学の機能を担っていたわけであ るが、デジタル社会における法源論は、ま
さにデジタル社会の成立 ・発展 と運命 を一・に しているのである。そ して、デジタル社会 が未成熟な
社会であるの と同様に、法情報学 もまた未成熟であることになる。
次に、法情報学は、その研究者の員数 において乏 しい。 ある程度までの厚 さを もった層 を有す る
学問領域では、個々の研究者の研 究テーマのディレク トリを作成するだけで、その対象 とす る学問
領域の姿を浮 き彫 りにす ることが可能である。しか し、法情報学の世界では、そこまでの厚み をもっ
た研究者の層が形成 されていないのである。 したがって、全体 としての法情報学の対象領域 を見定
めることが難iしい。
そして、法情報学は、その業績 ・成果の示 し方において、伝統的な方法 とはかな り異なった様相
を示 している。すなわち、紙媒体 での研究成果の公表 もないわけではないが、専 ら、Web上のホー
ムページのあ り方それ 自体が研究成果 その ものになっていることもあるため、伝統的な意味での「業
績」 という観念か らはほど遠 い ところで法情報学の成果が存在 してい る。 これは、ちょうど著作権
の領域において も 「実演」 とい うものの価値が ようや く認め られつつあるとはいえ、基本的には何
らかの物体 に固定 された著作物のみが 「著作物」 として承認 されているという現状 と非常によ く似
ている。 したが って、伝統的な研究 スタイル を維持す る他の研究者か らは、法情報学の研究成果 と
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2いうものを評価す ることが困難または不可能である。
このような理由により、「法情報学」の概念 を現時点で定義す ることは非常に難 しいことである。
それと同時に、反面では、今後の法情報学の発展 を見据えて考えると、現時点であえて明確な定義
を決定 してしまうことが本当に学問の進歩に寄与することになるのか どうかについて も疑問がない
わけではない。
しか し、事実として存在す る 「法情報学」が どのような ものであるかを認識することは、それ自
体 で意味のあることである。そ して、事実 として認識された ところを踏まえて、明治大学法学部に
おける 「法情報学」の コンセプ トを明示 してお くこともまた、 さまざまな意味で有益なことである
と考える。 というのは、すでに拙著 『ネットワー ク社会の文化 と法』 日本評論社(1997)[0]247
頁以下にも私見を示 したとおり、本来、「法情報学」は、21世紀における法学研究のインフラス トラ
クチャないしプラットホー ムとしての位置づけを与えられ るべ きものだか らである。そ して、明治
大学法学部における 「法情報学」は、その実験であ り、かつ、実践でもあるか らであり、 また、こ
れまで事実 として存在 した法情報学研究を包含 しつつ も、 さらに大 きな目標を明確に有するもので
あるか らである。
そこで、本稿では、事実 として存在するものとしての 「法情報学」を、それぞれのアプローチの
存在形式に着目して分類 ・観察す る。次いで、 この観察結果を踏 まえ、明治大学法学部における「法
情報学」のめざす ところを明らかにする。そして、これらの作業全体の流れを通 じて、あるべ き「法
情報学の枠組み」を提案する。
2ア プ ロー チ
2,1法 情報検 索
法情 報検 索 と しての アプ ロー チ をとる法情報 学が あ る。
これは、2つ の流 れ を汲む ものであ る。
一一方は、英米に おけ る リーガ ル ・リサー チLegalResearchを意味 し、法律 情報LegalInformation
の検 索Researchを主要 な研 究 テ一一マ としてい る。[1]英米 と りわけ ア メ リカでは、コン ピュー タ・
ネ ッ トワー クを利用 した判例 等の法情報検 索がむ しろ常態 に なってい る とい われてい る。[2]これ
は、「ロー ・ス クー ルにお いて、 ほぼ無償 でLEXIS[3]やWEST[4]の シス テムを利 用 した者
が現実 に弁護士 にな った暁 には、 もはや これ らの システムな しに は仕 事が で きな くされて しまって
い るか らだ」 とい う皮 肉な見解 も多 く聞か れ る ところでは あるが 、実際問題 と して、その分 量にお
いて も質におい て も世 界で も有数 の法典 国であ り、 しか も、各州毎 に 異な る法制 と膨大 な法典 を持
ち、 しか も、無尽蔵 に近い判例 資料 を抱 えて し まって い るア メ リカの現 状か らす ると、電子 的 な手
段 に よ る法情報検 索がア メ リカの法律 家に とって不 可欠の もの である こ とは、 む しろ、 自然 の流れ
3とい うべ きであ ろ う。 な お、 この点 に関 して は、 日本 を含 む情報後 進国 と異 な り、ア メ リカでは、
「情報 の公開 」ない し 「情報 の 自由」が民主主 義 を維 持す るため に不可 欠の もので あ り[5]、 それ
ゆえに 、実 際 にほ とん どすべ ての領 域 におけ る法情報 が公開 され、 公衆 に とって利 用可能 な状 態に
な ってい る とい うこ とを忘 れて はな らない。 いずれ に して も、現在 、ア メ リカ合衆 国の弁護 士 をは
じめ とす る法 曹が高度 に電子化 され た存在 で あ り、電 子化 された情 報検 索 技術 を最 大限 に駆使 す る
職 業 とな ってい る とい う事 実 は、否定 しよ うが ない。[6]
他 方 は、 情報 学[7]の 一・部 をなす もの で あ り、主 と して法学分 野の情報 を対象 と して、 情報 の
作 成 ・発信 ・保 存 ・検 索 ・応用 等の 方法 を研 究す るこ とを内容 とす る。 この 立場 では、 ネ ッ トワー
ク上 に存在 す る法情報 であ る と伝 統 的 な紙 媒体上 に存在 す る法 情報 であ る とを問 わず、 あ る分 野 に
属 す る法情 報へ の効 率的 な ア クセ スの方法 が最初 の検 討 対象 とされ 、その方法 として電子的 な方法
が 重要 な もの であ る とみ な され てい る。 それ ゆ えに、 この分 野 にお け る研 究者 の 多 くがWeb上 に
ホー ムペー ジを持 ち、 その 中で実 際 に法情報 を発信 し、 また、 法情報へ のア クセ ス ・インデ ッ クス
としての リン ク集 な どを公 表 してい るので あ る。 また、 この分野 の研究者 の 中には、法 情報 を一定
の フォーマ ッ トに整 形 し、 人工知 能技術 を応用 して、意味 や概 念 を含 んだ よ リ高度の情 報検 索 を実
現 しよ うとす る研 究 もあ る。[8]こ れ らに加 え、電子 的 な道具 を用 いた法律文 書 の作 成[9]と か
「法情 報の発 信」を研 究す る研 究 者 もあ る。た とえば、電子 メール等 を利用 した法情 報 の発信 、ワー
プ ロに よる法律 論文 の作成 、作 成 され た法律 論文 のPDFフ ァイル化やSGMLへ の変換 の研究 な ど
もこれに含 まれ るであろ う。
現在 、「法情報 学LegalInformatics」と冠 したWebサ イ ト中で最 も多い のは、この類 型に属 す る
もの であ る。 た とえば、次 の よ うなサ イ トが代表 例 であ る。
JURISTISCHESINTERNETPROJEKTSAARBRUCKEN(http://www.jura.uni-sb.
de/)
[独i語、 英語、 日本語]ザー ル ラ ン ト大学 のMaximilianHerberger教授及 びIlelmutRuss-




[英語]JanezToplizek氏が運営 す る法情報 学サ イ}。 コン ピュ一一タ法 及 びサ イバー法 関係
の リソー ス も多数含 まれ てい る。
LegalInformatics(http://mailbox.univie.ac.at/～a3311man/li/li.html)
[英語]ViktorMayerSchonberger氏が運営 す る オー ス トリアの 法情報学 サ イ ト。 リー ガ
ル ・リサー チ を重視 して い る。
とこ ろで、 日本 におい て も、次 第に コン ピュー タ ・デー タベ ー ス を用 いた判決検 索が普 及 してい
4きている。 とりわけ、特許情報に関 しては、インターネ ッ トを利用 した情報検索が普及 して きてい
る[10]。その他 の法分野に関 して も、あ る程度まではインターネ ッ トによる法情報検索が普及 しつ
つある。 たとえば、指宿信 ・米丸1亘治 『法律学のためのインターネッ ト』 日本評論社(1996)は、




非デジタル媒体 とりわけ伝統的 な紙媒体上に印刷 された文字列による法情報の伝達であっても、
デジタル社会における電子記憶媒体上のキャラクタ ・デー タによる法情報の伝達 であって も、それ
が単にデータとして存在 しているだけでは、何 の意味 も持たない。それが一定の シンボル として人
間に認識 され、そのシンボルに対す る 「意味付与」 とい う思考プロセスを経 ることによって、 よう
や く、単 なるデー タは、法情報へ と変化する。 このプ ロセスは、人間が法を思考する限 り、今後 も
不変である。.
このことを明確に認識 してなされた法哲学的分析結果は、いわゆるポス ト・モダンや人間行動学
に属 する研究者達 によって様々な試みがなされてきたが[12][正3]、結論からす ると、見 るべ きも
のに乏 しい。 とい うのは、装置 としての人間ないし装置 としての社会のメカニ ズムに関す る研究成
果はあるが、そのいずれもが、ある問題に関す る言及を常に避けてい るい るか らである。す なわち、
シンボルに対す る 「意味付与」がユニー クな(個 性 的な〉現象である以上、シンボルが法情報へ と
変化 した瞬間に、その シンボルが持つシンボル としての普遍的情報媒介能力を直 ちに喪失す るとい
う問題 であ る。 このことは、究極的には、人間におけるコ ミュニケー シ ョンの不成立 とい う結論へ
と導 くであろ う。人間は、相互 に、 コ ミュニケーシ ョンが成立 していることを想定 しているだけで
あ り、ゴミュニケー ションの成立を検証す る確実 な方法はない。仮に第三者 として他 人同士の コ ミュ
ニケー ションを観察 し、その結果 を考察 したとして も、その観察それ 自体が、その観察者個人の範
囲内ので きごとであ り、現実に 「存在 した」 と想定 されるコミュニケーシ ョンその ものを トレース
しているわけではない。に もかかわ らず、我々人類は、「想定 された」コ ミュニケー ションに依存 し
て生 き続けなければ ならないわけであ り、それを 「存在す る」 もの として認識するよ うに強制 され
ている。
このこ とは、法情報 を媒介するデータないしシンボルの情報化(脳 の内部的処理可能化)の プロ
セスの研究の重要性 を否定す るものではな く、む しろ、その必要性 を明 らかにするものである。す
なわち、従 来、法は、存在す るものであ り、特 に問題 なしに伝達可能なものとして理解 され、 その
ようなもの として使用され、 そして、そのようなもの として法学教育 も組み立て られてきた。 しか
し、存在す るのは、 シンボル として認識するための一定の刺激を提供するデータのみであ り、 それ
がシンボル として どの ように認識 され、そして、内面化されて法情報へ と変化す るかは、個々の情
5報受 容者 に とって常 に一定 であ る とは限 らな い。 したが って、特 定のデー タの法 情報 と しての受容
プ ロセ スの研 究 は、憲 法学 や犯 罪学 な どを含 むすべ ての法領 域に とって、実 は、最 も基本的 な部分
に属 す るもので ある。
この分析 は、法情報 の構 造 それ 自体 の分析 、 それ が構造 と して認識 され るプ ロセ スの分析 、 それ
が構 造 として機 能す る環境 に関す る分析 、受 容 され た法情 報が再 利用 され るプ ロセ スに関す る分析
等 を含 む もの となろ う。
この点 に関す る研 究成果 もまた非常 に乏 しいが、石村善 助は、 その著書[14]において、「法情報
の名宛 人」 及び 「法情 報の伝達」 とい う観点か ら、 この問題に関す る研究成果 を発表 している。
石 村 は、Wiener[15]におけ るコ ミュニケー ション論 に着 目し、 これに触発 されて、情報 として
の 「法 」の 「送 り手」 とその 「受け 手」が誰 であ り、それが どの よ うに して 「伝 達」 され るのか と
い う問題 につい て考察 して いる。 この問題は、既 に憲 法学の領域に おい て も議論 されて きた もの の
一部 ではあ るが、憲 法学にお いては、「法」の存在 は、所 与の前提 である。石村 において も、所 与 の
前提 としての 「法」とい う束縛か ら完全 には脱 して いない。 「法」として認 識 され るルー ルは、所与
の もの として後 か ら説明す るこ とは可能 であ るが、 その瞬間々々に おいて、何 が 「法」 として認 識
され、「法」として機能 す るのか は、常 に所 与の もの ではない。この点 において、石 村の研究成果 は、
伝 統的 な法学研究 の呪縛の 中の世 界に と どまる ものであ ると言わ ざるを得 ないが、 そ うである とし
て も、 この研 究成果 は貴重 であ る。
なぜ な ら、「法」は、「存在す る」もの として 「存在す る」もの ではな く、情 報 と して伝達 され 「受
け手」 の認識 を待 って初 め て機能 す る もの であ るとい うことが明確 に述べ られてい るか らである。
[16]
この ような情報論 的考察方法 は、 それ 自体 として、今後 ます ます重要性 を持つ ことに なるであろ
う。 と りわけ、 ボー ダー レスな イン ターネ ッ ト空聞において、一定の文化 圏に属 す る法 またはル ー
ルが他 の文化 圏 に認 識ない し受容 され るプ ロセスは、 インターネ ッ ト ・ウオ ッチ ング とい う方法 を
採 る以外 に観察 手段 が存在 しない。 しか し、伝統的 な法制 史等の領域に おいて化 石化 した文献資料
か ら類推 して 「法 の継受 」 を推測 す るとい う考古学 者の ような作 業が、 リアル タイムの 資料 によっ
て、 同時代 的 な 「考現 学」 として成 立可能 なのであ る。 この こ とは、法情 報学が、新 しい法学方 法
論 を持 った新 しい法学分 野 として成 立可能 なこ とを示 唆す る もの であ る。
この ような問題意 識 を持 ちなが ら構 成 され たWebサ イ トとしては、次 の よ うなものが ある。
LIAレLegalInformaticsatL{verpool(http:/www.cscＬiv.ac.uk/～1ial/)
[英語]リ バ プール に本拠 を持 つ法情報学サ イ ト。 法情報 としての 法律文 書に関す る分析 検
討 等の リソー スが含 まれ てい る。
2.3法 情報政策
伝統 的に、立法論 は、法解釈学 とは別の 領域に属 す る ものであ り、場合 に よって は、「学問では な
6い」 との評価 を受け ることが多か った。
しか し、成文法を固定 し安定 した法 と仮定 し、判例法や慣 習法 も相 当程度の長期間 を経て 「法的
確信 」 を得 られ るに至 るまでは 「法」ではない、 と考 える時代 は終 わった。
現代社会は、国際的に標準的なルールが何 であ り、それ を国内法 として取 り入れ る場合の問題点
は何であ り、その問題点 を具体的に どのよ うな方法論によって クリアす るのか を、かな り頻繁な修
正 ・変更を当然の前提 に しながら実行 していか なければならない 「変動の時代 」である。 この 「変
動の時代」は、いずれ 「安定 の時代」へ と移 り変わってい くであろ う。 しか し、それ までの間、何
もしな くて も良いとい うことが許 され ないところに、現代 を典 型的に表現する 「国際化」 とか 「グ
ローバル化」 というものの法領域におけ る本質 がある。 日本では、古代 中国の儒学者達か ら伝授 さ
れた 「朝令暮改」に対する忌避的態度が一般的であるが、 この ような伝統的態度を堅持す るこ とが
極めて合理的でない とい う時代状況の中に立た されて しまってい るのである。
この ことは、法 ない しルールの認識 ・検討 ・設定 という場面においてのみな らず、来 るべ き時代
における 「法律実務」 ない し 「司法運営」、,そして、「法学」 ない し 「法学教育」の基本的 な枠組み
に関 して も、同様に妥当す るであろう。
おそ らく、労働関係 を含めた組織その ものの再構築を含め、真の意味で基本的 な部分におけ る発
想の転換が求め られているのであ り、そのための政策論的提案機能 を誰かが(あるいは、 どこかが)
合理的に果た していかなければな らないのである。 しか も、これは、 日本の第2次 世界大戦後のあ
り方がそ うであったような、行政庁の主導による全国一律的なや り方 とは全 く正反対の ものでなけ
れば ならない。 これか らの行政庁 は、「指針」 を示 し、関連す る 「情報」 を提供 し、変革 を 「支援」
す る機能 を十分に果 たす ことに全勢力 を傾け るべ きであり、「指導」や 「拘束」の よ うな類の ものは、
捨て去 らなければならない。 なぜ なら、全国一律方式は、 その徹底に時間を要 し、特定の政策の実
施が徹 底されたころには、 その指導が意味 を持 たないか状況に合 わない ものに なっている可能性が
高いか らであ り、 また、状況の変化 に対応 した政策の変更を徹 底す るのに も同様の問題が発生する
からであ る。専門家の領域に限定 して言えば、現在なされるべ きことは、あ くまで も 「自己責任」
を中心理 念 とす るさまざまな模索 を支援するこ とであ り、それ以上で もそれ以下 で もない。
このような状況の中で、新 しい学問領域 そして研究態度 としての 「法情報学」 が果たす ことので
きる 「機 能」は、決 して少 な くない と思われる。
3明 治大学法学部のめざす法情報学
以上の ような問題意識 を前提に、明治大学法学部 において構築 されるべ きもの として目標 とす る
「法情報学の枠組み」のア ウ トラインを示す。
73.1検 索 ・分析 ・政策提 出の有機 的結 合
前 記の とお りの法情報検 索、法情報分 析及 び政 策提出 は、 それ ぞれ が独 立 した もの と して存在 し
得 る もの では あ るが、 それ らは、相 互 に有機 的 に結合 し連絡 し合 うよ うに形成 された ときに、最 も
多 くその機 能 を果 た し得 る もの と考 え る。
法情報 の検 索は 、その検 索 に先 立 ち、検 索の 目的 と検 索結果 の予測 ない し仮 説が存在 しなければ
検 索 その もの を実行 す るこ とが で きない。 これ は、検 索 され るべ き情報 の分析 が予め実行 され暫定
値 と しての検 索結 果が準備 され てい るこ とを意味す る。そ して、この暫定値 を発 生 させ るため には、
意味か らシンボルへの逆 方向での変 革作 業が 必要 である。現実 に、 デー タベー スで キー ワー ド検 索
を実 行す るため には、一'定の範 囲の 意味集合 を予定 してお き、 この意 味集合 を代 表す るシンボル と
して キー ワー ドの 設定作業 がな され る。 これ は、特 定の キー ワー ドによ る検 索対 象デー タ範 囲の シ
ミュ レー シ ョン とい うプ ロセス を抜 きに して は考 え られ ない作 業 であ る。そ して、この作 業 こそは、
まさに各 自の脳内 において はユ ニー クな もの として存在す る意 味か ら普遍 的な シ ンボルへ、そ して、
シンボル を表 現す るために無機 的なデ… タへ の変換作 業 にほか な らない。 したが って、 法情 報の分
析 能 力を十分 に持 たない者が法情報 の検索 を実行 して も効 果的 な成 果 をあげる こ とが で きない こ と
は当然 であ り、その ため に、法情報検 索 の教 育にお いて も、検索対 象 であるデー タの集合論 的な考
察 とその意味づ け並 びに一一定 の シ ミュ レー シ ョンの トレーニ ングが 必須 となるのであ る。
さらに、 日本 の成文法等 の文 字列 に よって明確 に記号化 され た もの では ないルールや法情報 の検
索の ためには、 ルール それ 自体 の予測 ない し仮 説設定 が 必須 であ る。 こ こで も、一定 の集合論的 な
検討 がな され るが 、その集合論 的な検 討 は、意味論 を含 んだ もの であ るがゆ えに、 各人に とってユ
ニー クな もので あ り、 それ 自体 として は、プール代数 に よる表記は、原理 的に不可能 であ る。たか
だか、各 人に とってユ ニー クな意味論 的 な演 算の結果 と して生成 され る仮説 を代 表す る シンボルが
明確 に認識 された時点 で、後か ら説明す る もの として の集 合要素 の シンボルのデー タベー ス(リ ス
ト)が 生成 され得 るの みであ り、 この段 階に な っては じめ て コン ピュー タに よ る形式的 な演算 が可
能 となる(た だ し、そ の演 算結 果 は、 デー タ化 された シ ンボルのマ ッチ ングの みであ って、 各人に
とってユニー クな意味集合 とい うもの の存在 は計 算上 では無視 され るのであ るか ら、それ 自体 とし
ては何 の意味 も持 たな い単 なる計算結果 のデー タに過 ぎない。)。
このよ うな演算 は、 実際 には、想 定 されたル ーー ルの外 縁の構成部 分 を探 索 し、新 たな シンボル を
生成す る作業 であ る。 したが って、 その検索 結果 の中には、 ルール それ 自体 の シンボルが含 まれ る
ことはない。 存在 す る もの としての 「ルール の発見」 な る もの は、 実際に は、仮 説の提 供 であ り、
しか も、 その仮 説 は、 人間 の 「意欲 」に よる生成 プ ロセス を必ず経 由す るの であ る。 それは、仮 に
ご く些 細 なものであ った として も、何 らかの 意味での政策提供 的要素 を含ん でいる。
伝統 的 な法解釈論 にお いては、通常、 この こ とが巧 妙に 隠蔽 され た表現 形式が採 られ てい る。 そ
れゆえに、伝 統的 な法解釈論の理論 の形 式而のみ に 目を奪 われ ると、 コン ピュー タの理論 演算:によ
8る法的推論が容易 なこ とであるかの ような誤解 を生 む原因 ともなってい るのである。 しか し、政策
提 出的な思考プ ロセスを含 まない法的思考プロセスとい うものは、各人 にとって(主 観的には)客
観的な トレースであ ると認識 され るよ うな思考プ ロセス として存在 するのに過 ぎず、 このプロセス
が常 に一定の シンボルに対する意味付け作業 を伴 うものである。この仮 に些細な ものである として
も存在す る 「意欲」に よる 「政策提出」プロセスの存在 を無視することは、事実 に合致 しない。
この ように見て くると、法情報の検 索 と検討 と政策提案 とは、最初か ら相互 に密接 に関連す るも
の なのであ り、ただ、 それが明確 に認識 されているか どうかは、各研究者の研究態度の厳 しさの程
度いかん にかか っている、あるいは、いわゆる 「言葉の魔術」に頼 る程 度のいかんにかか っている
だけだ、 とい うことがで きそ うである。
明治大学 における法情報学は、 この点を最初か ら明確 に認識 し、特定の者が どの ような環境の下
で何 を目的に何 をしてお り、それが どのような存在形式を もつ もの として認識されているのか、そ
の認識 のシンボル化 のプロセスにおいては何が どの ように機 能 しているのかを意識 した もの であ る
ことを目指 したい。 ,
3.2高度 インフラ上 の知的支援システム構 築
目下、明治大学 においては、駿河台に建築 された 「リバ テ/-・ タワー」 を中心に、21世紀 に向
けた高度情報 インフラス トラクチャの構 築が進め られている。 前記のよ うな有機 的結合関係 を意識
した 「法情報学」の存在 それ 自体 をデ ジタルな状態で記録 し、 その記録それ 自体 が明治大学におけ
る 「法情報学」の存在の シンボル(記 号 デー タ)と なるように、研究態度 を進めたい。
この ことは、新 たな時代のため の法学 のプ ラッ トホー ム を構築す ることを意味す る。 それは、法
学方法論 の基本構造それ 自体 であ り、法学研究 のあ り方の提案その もので もあ り、そ して、新 たな
時代のための知的支援 システムの構築実験で もある。
これには、次の ような諸要素が含まれ るへ ぎものであ り、そのよ うな枠組み を持つ もの として、
明治大学法学部の 「法情報学」が構築 される。
① ネ ッ トワー ク ・システムによる法情報の提供[17]
② 関連す る研究サイ トをネ ッ トワ… ク上 で相互に結合 したネ ッ トワー ク ・デーー タベー スす なわ
ち本来の意味 での 「電子図書館」の構築
③ ネ ッ トワーー クによる法情報学研究の成果の公表[18]
.④ 法情報学研究のため のバーチャル研究室の提供
⑤ ネ ッ トワー クによる専門研究者の意見交換及 び研究成果の公表[19]
⑥ リモー トによる将来の研究者の育成 ・指導
⑦ 上記① ない し⑥ を通 じてなされ る法学プ ラッ トホー ムの構築
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